
 

多様な働き方推進事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

 

 令和４年４月 28日 

   京都府知事 西 脇  隆 俊 

 

多様な働き方推進事業費補助金交付要綱 

 

(趣旨) 

第１条 知事は、中小企業者等における人材の確保及び定着を促進するため、職業生活

と家庭生活との両立に向け、多様な働き方の推進に取り組む中小企業者等に対し、補

助金等の交付に関する規則(昭和 35年京都府規則第 23号。以下「規則」という。)及

びこの告示の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) ベンチャーキャピタル 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 中小企業投資育成株式会社法(昭和 38年法律第 101号)第２条に規定する中小企

業投資育成株式会社 

イ 投資事業有限責任組合契約に関する法律(平成 10年法律第 90号)第２条第２項

に規定する投資事業有限責任組合 

(2) 中小企業者等 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 中小企業等経営強化法(平成 11年法律第 18号)第２条第１項に規定する中小企

業者(以下この条において「中小企業者」という。) 

イ 知事が別に定める基準に該当する法人(中小企業者であるものを除く。) 

(3) みなし大企業 次のいずれかに該当する中小企業者をいう。 

ア 中小企業者以外の者(会社及び事業を営む個人に限り、ベンチャーキャピタルを

除く。以下この号において同じ。)との間に、総株主又は総社員の議決権の２分の

１以上に相当する議決権を単独で有する関係(以下「直接支配関係」という。)が

ある者 

イ 中小企業者以外の者及び当該者との間に直接支配関係がある者(会社及び事業を

営む個人に限り、ベンチャーキャピタルを除く。)との間に、総株主又は総社員の

議決権の３分の２以上に相当する議決権をこれらの者が共同で有する関係がある

者 

ウ 中小企業者以外の者の役員又は職員を兼ねている者が役員の総数の２分の１以

上を占めている者 

(4) 会社 会社法(平成 17年法律第 86号)第２条第１号に規定する会社をいう。 

(5) 小規模企業者 中小企業基本法(昭和 38年法律第 154号)第２条第５項に規定す

る小規模企業者をいう。 

(6) 多様な働き方 子育てを行う者をはじめとする多様な人々が、その意欲及び能力

に応じて、安定して仕事を続けることができる働き方をいう。 

(7) 年次有給休暇取得率 年次有給休暇(労働基準法(昭和 22年法律第 49号)第 39条

の規定による年次有給休暇として与えられるものをいう。以下同じ。)の日数に対す

る従業員が取得した同条の規定による有給休暇の日数の割合であって、知事が別に

定める方法により算出されるものをいう。 

 

 



(補助対象事業等) 

第３条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)の内容、補助

金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)、補助金の交付の対象となる

経費(以下「補助対象経費」という。)、補助率及び補助限度額は、別表に定めるとお

りとする。 

 

(事前着手) 

第４条 補助対象者は、補助金の交付決定前に事業を実施した場合(当該事業に係る契約

を締結した場合を含む。)は、補助金の交付を受けることはできない。ただし、やむを

得ない事由により、当該事業に係る補助金の交付の申請を行った日から当該申請に係

る補助金の交付決定前までに当該事業を実施しようとする場合(当該事業に係る契約を

締結しようとする場合を含む。)において、知事が別に定める事前着手届を知事に提出

して、その承認を受けたときは、この限りでない。 

 

(交付の申請) 

第５条 規則第５条第１項に規定する申請書は、別記第１号様式によるものとする。  

２ 規則第５条の規定により補助金の交付の申請をしようとする者は、補助金の交付の

申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

(補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法(昭和 63年法

律第 108号)及び地方税法(昭和 25年法律第 226号)に基づく仕入れに係る消費税及び

地方消費税として控除することができる部分の金額に補助対象経費に占める補助金の

額の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。)を減額して申請しなければならない。

ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りでない。 

 

(補助金の額等) 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額又は補助限度額のいずれ

か少ない額を限度とする。 

２ 補助金の額に 1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 

(補助事業の変更等の承認) 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者(以下「補助事業者」という。)は、補助事業の

経費の配分又は内容を変更しようとするときは、あらかじめ別記第２号様式による申

請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更につい

ては、この限りでない。 

 

(補助事業の中止又は廃止) 

第８条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ

別記第３号様式による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

(補助事業遅延等の報告) 

第９条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがなくなったとき又

は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに別記第４号様式による報告書を知

事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

(遂行状況報告) 

第 10条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の遂行状況

について、報告書の提出を求めることができる。 



 

(実績報告) 

第 11条 規則第 13条に規定する実績報告書は、別記第５号様式によるものとし、補助

事業が完了した日(補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日を含む。)から起算して

30日を経過した日又は補助金の交付決定に係る年度の３月 10日のいずれか早い日まで

に知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

(補助金の概算払)  

第 12条 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、別記第６号様式によ

る請求書を知事に提出しなければならない。 

 

(補助金の経理等) 

第 13条 補助事業者は、補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、その

証拠となる書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業の完了した日の属する年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

 

(消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還) 

第 14条 補助事業者は、補助金の交付決定後に補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに、別記第７号様式による報告書を知事

に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額の全額又は一部の返還を命じることができる。 

 

(財産の管理及び処分) 

第 15条 補助事業者は、補助事業が完了した後も補助事業により取得し、又は効用が増

加した財産(以下「取得財産」という。)について、別記第８号様式による取得財産管

理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理すると

ともに、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 規則第 19条ただし書に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令(昭和 40年大蔵省令第 15号)に定める耐用年数又は交付決定の日から 10年

のいずれか短い期間とし、同条第２号に規定する知事が定める取得財産は、取得価格

又は効用の増加価格が 50万円以上のものとする。 

３ 補助事業者は、前項に定める期間内において、処分を制限された取得財産を補助金

の交付の目的に反して使用し、又は処分しようとするときは、あらかじめ別記第９号

様式による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 知事は、前項の承認を受けた補助事業者に対し、当該承認に係る取得財産の処分に

より収入があったときは、その収入の全部又は一部を府に納付させることができる。 

 

(成果の発表) 

第 16条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に補助事業の成果を発表させ

ることができる。 

２ 補助事業者は、知事が補助事業の成果の普及を図るときは、これに協力しなければ

ならない。 

 

 



(その他) 

第 17条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和４年４月 28日から施行する。 

 

 



 

別表(第３条関係) 

事業名称 補助対象事業の内

容 

補助対象者 補助対象経費 補助率 補助限度額 

１  多 様

な 働 き

方 推 進

事業 

子育て環境日本一

に向けた職場づく

り行動宣言(多様

な働き方を実現す

るため、企業等が

従業員に対して行

う具体的な行動の

宣言として知事が

別に定めるものを

いう。以下同じ。

)に基づき補助対

象者が府内の事業

所に勤務する従業

員に対して実施す

る事業であって次

のいずれかに該当

するもの 

(1) 職業生活と

家庭生活との両

立に資する社内

制度の整備又は

業務の効率化の

ための専門家の

派遣 

(2) 労働生産性

の向上による長

時間労働の削減

、有給休暇の取

得の促進その他

の多様な働き方

の推進のための

取組に要する機

器又はソフトウ

ェアの導入(他

の用途に用いる

ことができるも

のを除く。) 

(3) 従業員が子

どもと同伴して

出勤できる環境

の実現に向けた

施設の整備 

(4) 従業員に対

京都府内に事業所

を有し、かつ、子

育て環境日本一に

向けた職場づくり

行動宣言に基づく

事業を行う者であ

って、次のいずれ

かに該当するもの

(国又は地方公共

団体の出資を受け

ている者及びみな

し大企業を除く。

) 

(1) 中小企業者

等 

(2) きょうと福

祉人材育成認証

制度(福祉の人

材の育成に係る

認証のための制

度として知事が

別に定めるもの

をいう。)によ

る認証を受けて

いる者(会社を

除く。) 

(3) 「京都モデ

ル」ワーク・ラ

イフ・バランス

推進企業認証制

度(職業生活と

家庭生活との両

立に向けて取り

組む事業者を認

証するための制

度として知事が

別に定めるもの

をいう。)によ

る認証を受けて

いる者(会社を

除く。) 

(4) (1)から(3)

までの者のほか

補助対象事業の実

施に要する経費(

次に掲げる経費を

除く。ただし、知

事が必要と認める

場合は、この限り

でない。) 

(1) 補助対象者

の事業の運営に

係る経常的な経

費 

(2) 人件費 

(3) 個人給付的

な経費 

(4) (1)から(3)

までに掲げるも

ののほか、補助

対象経費として

不適当と知事が

認める経費 

補助対象経費の２

分の１以内。ただ

し、次のいずれか

に該当する場合は

、３分の２以内 

(1) 小規模企業

者が補助対象事

業を実施する場

合 

(2) 年次有給休

暇を時間単位で

与える制度を新

たに導入し、か

つ、効果測定期

間(補助対象者

が補助対象事業

を開始した日か

ら当該年度の２

月末日までの間

に１箇月以上の

期間を定めてそ

の効果を測定す

る期間をいう。

以下同じ。)に

おける年次有給

休暇取得率が前

年度の同時期と

比較して 100分

の 10以上増加

した場合(当該

年次有給休暇取

得率の増加のた

めに要した経費

に限る。) 

(3) 複数の事業

者が共同で事業

を実施する場合

(当該事業者の

うち、一の事業

者が他の事業者

に対して直接支

配関係を有する

場合を除く。た

１補助対象者当た

り 50万円。ただ

し、次のいずれか

に該当する場合は

、100万円 

(1) 年次有給休

暇を時間単位で

与える制度を新

たに導入し、か

つ、効果測定期

間における年次

有給休暇取得率

が前年度の同時

期と比較して

100分の 10以上

増加した場合 

(2) 複数の事業

者が共同で事業

を実施する場合

(当該事業者の

うち、一の事業

者が他の事業者

に対して直接支

配関係を有する

場合を除く。た

だし、知事が認

める場合は、こ

の限りでない。

) 



する研修の実施

その他の多様な

働き方について

の啓発、周知等

を行う事業 

(5) (1)から(4)

までの事業のほ

か、知事が必要

と認める事業 

(6) 新たに実施

する(1)から(5)

までの事業につ

いて発信する事

業であって、人

材確保に資する

ものとして知事

が必要と認める

もの 

、知事が必要と

認めるもの 

だし、知事が認

める場合は、こ

の限りでない。

) 

２  テ レ

ワ ー ク

導入・利

用 促 進

事業 

子育て環境日本一

に向けた職場づく

り行動宣言に基づ

き補助対象者が府

内の事業所に勤務

する従業員に対し

て実施する事業で

あって次のいずれ

かに該当するもの 

(1) テレワーク(

従業員が、その

所属する事業所

の所在地と異な

る場所において

当該事業所で行

うことができる

業務を行うこと

をいう。以下同

じ。)の導入の

ための社内制度

の整備 

(2) テレワーク

の導入に要する

情報通信機器又

はソフトウェア

の導入 

(3) テレワーク

同上 同上 補助対象経費の２

分の１以内。ただ

し、小規模企業者

が事業を実施する

場合は、３分の２

以内 

 

１補助事業者当た

り50万円 

 



 

を行う場所の整

備 

(4) 従業員に対

する研修の実施

その他のテレワ

ークの啓発、周

知等を行う事業 

(5) (1)から(4)

までの事業のほ

か、知事が必要

と認める事業 


